
6. 結論

本論文の成果 をまとめる。

2章 では、検討 のための構造物 と模擬地震動 を設定 した。

構造物は、固有周期、階数、部材の耐力の分布、設計外力分布形、弾性剛性の分布、降伏点剛性

低下率の分布、お よび想定す る崩壊機構 を変動因子 とした。構造物 はキの字の平面骨組 モデルに置

換 し、柱 、梁は材端剛塑性 ばねモデル とする。柱、梁の復元力特性 は トリリニア型 とし、履歴特性

としてTakedaモ デル を用いた。

模擬地震動 は、5種 類の位相特性 と4種 類の 目標加速度応答スペ ク トル を掛け合せ た20種 類 とし

た。既往の5種 類 の強震観測記録 をもとに、弾性加速度応答スペク トルが 目標スペ ク トル と一致す

る ようフーリエ振幅スペク トルを修正 して、4種 類ずつの模擬地震動 を作成 した。

3章 では、模擬地震動 を用いた時刻歴地震応答解析 によ り、鉄筋 コンクリー ト構造物における地

震最大応答の構造物内での高 さ方向の分布特性 について検討 した。

構造物の応答変形の分布 を決定す る第一の要因は、モー ドの固有周期 と応答スペ ク トル特性の関

係である。固有周期 の短い構造物 と長周期 が卓越 した入力地震動の組み合わせ においては、下層部

増大型の応答変形分布 となる。入力地震動の短周期 における加速度応答が増大す るほ ど、あるいは、

構造物の固有周期 が長 くなるほど、高次モー ドの応答が増大 し、上層部増大型の変形分布 に遷る。

第二の要因は、構造物 における部材の耐力の分布 である。第一の要因によって変形が偏 れば、い

ずれかの部材の曲げ降伏が先行 し、一層 、変形の集中を増大 させる。そのため、応答変形分布の分

布 は、部材の耐力 の分布の変化、あるいは設計外力分布形 に応 じて変化する。設計外力分布形 をモ

ー ド比例外力の線形和 で表 した時、2次 の係数の絶対値 を増大 させ る (負側にシフ トさせる) ほ ど、

上層部の強度が相対的に高 まり、下層部増大型の変形分布 に遷る。弾性剛性や降伏点剛性低下率の

分布の変動 の影響 について も、設計外力分布形の問題 に帰着することがで きる。

以上の応答変形分布 の特性 は、同一のフー リエ位相 を有 し、フー リエ振幅スペク トルのみが異 な

る地震動 に関 しては明快である。 しか し、入力地震動の位相特性の影響 は、先 に挙げた2つ の要因

以上 に大 きい。あ る構造物 に対 して、同一の応答スペ ク トル を有 し、位相特性の異 なる複数の入力

地震動 を与 えれば、応答変形分布が大 きく異 なる場合 もある。本研究では、応答変形分布 に及ぼす

地震動の位相特性 の影響については解明で きなかった。

最大応答層 間変位の分布お よび最大応答層せ ん断力の分布 について弾性1次 モー ド比例形からの

ずれを考 えれば、最大応答層 間変位 は弾性2次 モー ドに比例 したずれが大 きいのに対 して、最大応

答層せん断力 は上層部でのみずれが大 きい。

4章 で は、静的漸増載荷解析 における外 力分布形の影響について検討 した。

外力分布形 としては、弾性固有モー ド比例形、モー ドの絶対値和、モー ドの2乗 和平方、モー ド

の直和、モー ドの差分、お よび層せ ん断力係数の分布係数Aiの6種 類 を採 りあげた。モー ドの絶対

値和 、モー ドの2乗 和平方、お よび、層せん断力係数の分布係数Aiに ついては、対応する外力分布

形へ の変換 は、全層 の層せ ん断力の向 きが同 じである と仮定 した。モー ドの直和お よび差分は、他
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の外力分布形 と比較すると、2次 モー ドの影響 を極端 に見込 んだ分布形である。

漸増載荷解析で得 られる1次 等価せん断力-1次 等価変位 関係 においては、外力分布形 の影響 は

小 さい。部材の降伏点割線剛性低下率の分布 の異なる構造物や、部分崩壊型の構造物 を含めて、構

造物 を等価な1自 由度系へ縮約す る際には、弾性1次 モー ド比例外力分布形で漸増載荷解析 を行い、

弾性刺激関数 を用いて展開すれば良い。

漸増載荷解析で得 られる層せん断力-層 間変位 関係 において、梁降伏が先行 する場合 の降伏層せ

ん断力は外力分布形の影響 を受ける。降伏層せん断力は、その層の層せん断力係数が相対的 に大 き

いほ ど大 きくなる。中層部 の降伏層せん断力 について外力分布形の影響はほ とん ど無 く、下層部で

もその影響は小 さい。

異 なる外力分布形 による漸増載荷解析結果 について、1次 等価変位が等 しい時の応力 と変形の分

布 を比較 した。層間変位および部材の塑性率 については、外力分布形の違 いによる差が大 き く、全

体塑性率が大 きくなるほどそれは顕著である。外力分布形の違いにより部材の降伏が生 じるか否か

という差が生 じると、該当部材 に隣接 する層の層 間変位の差が大 きくなる。

地震応答 における最大応答変形の分布 に最 も近 い変形分布 を与 え得 る外力分布形 を等価外力分布

形 と定義 し、 さまざまな構造物 と入力地震動の組み合わせについて等価外力分布形 を算出 した。 し

か し、等価外力分布形 は、構造物や入力地震動 の応答スペク トル特性 に依存するのみな らず、入力

地震動の位相特性や強 さ (倍率) に も依存す るので定式化は不可能であ った。

5章 では、与えられた設計スペ ク トルに対する鉄筋 コンクリー ト構造物の各部位 に生 じる地震最

大応答を合理的に推定する方法 について検討 した。

5.1節 では、同一の応答スペク トルにおいて、地震動時刻歴の違いによる最大応答値のば らつ きに

ついて検討 した。

まず、 フーリエ位相 を既往の強震観測記録か ら定めた5種 類 の模擬地震動 を用いて、同一応答ス

ペク トルを有する入力地震動における最大応答 の変動係数を定量化 した。各層 の最大応答層 間変位

に関する変動係数は、小変形 においては全層で15%程 度であった。隣接す る部材 の平均塑性率が1.0

を超 える領域では、中下層部の変動係数は25%程 度でほぼ一定であ り、上層部では上層 ほ ど変動係

数が大 きい。12階 建て構造物の12層 では47%程 度、30階 建 て構造物 の30層 では89%程 度である。

El Centro NS (1940) と同一のフーリエ位相差分スペ ク トル を有す る100種 類 の模擬地震動 を用 いた

検討で も、同程度のば らつ きが生 じた。すなわち、応答スペ ク トルが同一で、かつ、 フー リエ位相

差分スペ ク トル も同一で も、最大応答 のばらつ きは大 きい。本研究では、位相特性 と地震最大応答

の関係 の解明で きず、サ ンプルとすべ き地震動時刻歴の選択 に関す る提言 をす るには至 らなかった。

5.2節 では、平面骨組モデルよ りも容易な地震応答解析方法 として、せ ん断型多質点系 モデルを用

いる方法 を採 り上げ、その問題点 と改善方法について検討 した。

多質点系モデルの解 の精度は、層のせん断バ ネの復元力特性 に大 きく関わって くる。梁降伏先行

型の構造物 においては、漸増載荷解析 に用いる外力分布形 によって上層部の降伏層せん断力の評価

が変わって くる。 また、多質点系モデルのその ものの問題点 として、特定の層 に変形が集中す る、

応答が正負のいずれかに偏 る、とい う傾向がある。
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改善案 として、多質点系モデルを用 いた地震応答解析による推定方法の改善案 として、(1) 漸増載

荷解析 における外力分布形は層せ ん断力係数Ai分 布 とする、(2) 各層の降伏後剛性 は、漸増載荷解

析結果 をモデル化 して得 られる値 に対 して4.0倍 に増幅する、(3) 漸増載荷解析結果 を用いて部材の

最大応答値 を求める際に、最上層部の解析参照ステップを割 り増す、 という方法を提案 した。

5.3節 お よび5.4節 では、縮約1自 由度系 の最大応答 と漸増載荷解析 を組み合わせて推定する方法

について検討 した。まず、1次 等価変位 の最大応答 を算出 し、次 に、静的非線形解析 によ り1次 等

価変位がそれ と等 しくなるまで漸増載荷 を行 い、得 られた解 を構造物 の各部位 の最大応答 の推定値

とする方法である。 ここでは、後半の漸増載荷解析方法 に的を絞 って検討 を行 った。

ここでは、推定方法の 目標 を、2.2節 で設定 した5種 類ずつの模擬地震動 による地震応答解析結果

の最大値 を評価す ることに設定 した。 これは、位相特性 ごとにばらつ きが生 じる最大応答の80%上

限値程度に相当す る値 を推定することに相当する と考 えた。

5.3節 では、高次モー ドを考慮 した最適外力分布形による漸増載荷解析結果 に全層 に一様 な増幅係

数 を乗 じる方法 を検討 した。

最適外力分布形 を低次3モ ー ドのモー ドに比例 した外力分布形の線形和 で表す ことに し、固有周

期 を変動因子 とする構造物群 について、応答スペ ク トルお よび全体塑性率の組み合 わせ ごとに最適

外力分布形 を算出 した。最適外力分布形 における2次 および3次 の係数は、モー ドの弾塑性加速度

応答値の比率 よ り推定で きた。最大応答層間変位 の推定のために全層 に一様 に乗 じる増幅係数 は、

全体塑性率0.6以 下あるいは全体塑性率1.6以 上では1.6～2.5程 度であ ったが、全体塑性率0.6以 上で

1.8未 満 では、3.0を 超 える増幅係数 を必要 とす る解析例 も多かった。層せん断力分布係数Ai分 布、

1次 モー ド比例外力分布あるいはモー ドの層せん断力 の2乗 和平方 に比べれば、概ね、小 さい増幅

係数 に納 まった。 しか し、大 きな増幅係数を必要 とす る解析例 も少 な くな く、 また、本研究では、

構造物 に関する様々な因子 を考慮 して、最適外力分布形における2次 および3次 の係数 を決定する

方法 を示す には至 らなか った。

5.4節 では、外力分布形 をモー ドの直和お よび差分 とした2種 類の漸増載荷解析 を行 い、その うち

の大 きい方 を地震最大応答の推定値 とする方法 について検討 した。

さまざまな構造物、応答スペ ク トルお よび全体塑性率の組み合わせ ごとに推定方法の適用性 を検

討 した結果、いず れの解析例 において も、モー ドの直和 による漸増載荷解析結果により下層部の上

限値 が与 えられ、モー ドの差分による漸増載荷解析結果によ り上層部の上限値が与え られた。特 に、

最適外力分布形では考慮することが難 しかった諸因子 を変動 させた構造物について も、 この2種 類

の漸増載荷解析 による推定方法は有効であった。

推定精度 に関 しては、外力分布形における2次 モー ドの係数の設定方法に関わって くる。 この2

次 の係数は、モー ドの加速度応答スペ ク トル値 の比率 により与 えることにし、弾性応答 スペ ク トル

と、固有周期 の伸び と減衰の増大 を考慮 した等価周期お よび等価減衰 により算定する。等価周期 と

しては、全体塑性率1.0未 満では最大応答点 に対応する周期 とし、全体塑性率1.0以 上では降伏点に

対応する周期 とするのが最 も適当であ った。また、3次 モー ドを考慮することは、面倒 さが増す割

に効果が小 さかった。 また、剛性分布が変化す る場合、弾性振動モー ドよりも、剛性低下 を考慮 し
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た等価振動系 による振動モー ドを用いる方が若干であるが推定精度が増 した。

最大応答層せん断力の推定 に関 しては、モー ドの直和お よび差分で も割 り増 し係数 を用いざるを

得ない。最大応答層せん断力は、4次 までのモー ドの層せん断力応答の絶対値和で概 ね推定 で きる。

最後 に、建築構造物の地震最大応答 を簡便 に予測する方法 として5.4節 の方法 を提案する。す なわ

ち、縮約1自 由度系の最大応答 と、外力分布形 としてモー ドの直和お よび差分 の2種 類 とした2種

類の漸増載荷解析 を組み合わせて推定する方法である。最大応答層 間変位、あるいは部材 の最大変

形 に関 しては、2種 類の漸増載荷解析結果の大 きい方 を推定値 とすれば良い。ただ し、最大応答層

せ ん断力に関 しては、4次 までのモー ドの層せん断力応答 の絶対値和 とする。
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付録A. 地震被害 と地震応答解析の比較

1995年 兵庫県南部地震 において、鉄筋 コンクリー ト (RC) 造建築物 "ジ ュネス六 甲" は梁曲げ

降伏型全体崩壊機構 を形成する中破程度 の被害 を受 けた。多 くの被災建物の中で、新耐震設計法で

設計 され、典型的 な梁 曲げ降伏型全体崩壊機構 を形成 した極めて少数の被災例 として注 目を集めた。

建築物 は、震度VIIの強い地震動 に対 して梁降伏型機構 による中破程度の被害に留 まったが、補修箇

所が多 く、また、コンクリー ト打 ち放 し仕上 げの外観 の美 しさを保持 しなが ら補修 ・補強すること

は難 しく、所有者 は建築物 を取 り壊 し、新 しく建 て直す決断 をした。建築物に許容で きる損傷の度

合 に関 して新 しい問題 を提起 した。

ここでは、 この "ジ ュネス六甲" について、建物の概要 と被害の検討結果 を報告する。 さらに、

RC造 非構造部材のモデル化方法 を様 々変えた一連の平面骨組 モデルによる弾塑性地震応答解析 を

行 い、建築物の崩壊形式や部材の損傷状況について、実際 に観察 された被害 と解析結果 を比較検討

する とともに、RC造 非構造 部材が建物の地震応答に及ぼす影響について検討する。

A.1 対 象建 築物 の概要

A.1.1 建築 物 の形 状

建築物 の詳細 は文献A.1.1) に報告 されている。

建築物 は、神戸市灘区弓木町2丁 目に所在 した "ジ ュネス六甲" と称 する共同住宅 (ワ ンルーム ・

マ ンシ ョン) である。建築物は地上9階 (地下な し) の鉄筋 コンクリー ト構造である。構造形式は

桁行方向 (南北方向、Y方 向) と梁間方向 (東西方向、X方 向) とも純 ラーメン構造 (8階 お よび9

階は壁付 きラーメン) である。建築設計 は1986年 に行 われ、1987年 に竣工 している。す なわち、1981

年 の建築基準法施行令の改正 (新耐震設計) 以降に設計及 び施工が行 われているが、(社) 日本建築

学会 「鉄筋 コンクリー ト造建築物 の終局強度型耐震設計指針 (案)」A.1.2) が刊行 された1988年10月 以

前の設計である。建築物 の基準階床伏せ図を図A.1.1に 、桁行方向軸組図 を図A.1.2に 示す。

桁行方向はスパ ン長 さ5.5mで6ス パ ン、梁間方向はスパ ン長 さ6.0mで1ス パ ンである。桁行方向

では7階 か ら北側 にセ ッ トバ ック してお り、7階 で3ス パ ン、8階 および9階 で2ス パ ンとなって

いる。 また、北西部 隅にはエ レベーター ・コアお よび階段室がある。1階 では、北側2ス パ ン (Y1

～Y2) がコイン ・ラン ドリー、中央3ス パ ン (Y3～Y6) は駐車場および倉庫、南側1ス パ ン (Y6～Y7)

は電気室 となっている。2階 か ら7階 までは、西側 (X1通 り) に廊下を配 し、桁行方向各スパ ンお

よび中間の梁 間方 向にALC板 で戸境壁 (非構造 壁) を設け、1階 あた り12戸 (7階 は6戸) のユニ

ッ トのワンルーム賃貸 アパー トとなってい る。8階 お よび9階 は所有者の住宅である。各階の桁行

方向スパ ンの中央 には梁間方向に小 梁が架け られている。各階東面 (X2通 り) には柱位置か ら外部

に45度 方向に小梁 を伸 ば し、避難用兼ねたバルコニー と居室の一部 となっている。

妻壁 は厚 さ150mmの 場所打 ち鉄筋 コンクリー ト造であるが、設計 では壁パネルの両側 に構造 目地

を設 けて非構造壁 としている。南側の妻壁 には1階 は無 開口であるが、2階 以上には東側上隅に幅

1.1m、 高 さ1.3mの 窓開口、西側上隅に幅1.0m、 高 さ1.3mの 窓開口があ る。北側妻壁 には、1階 が店

舗のために大 きな開口があ り、2階 以上 には中央 に幅1.0m、 高 さ1.3mの 窓開口がある。
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外 部 の仕上 げ は、妻面 が タ イル貼 り、そ の他 は打 ち放 しコン ク リー ト仕上 げで あ る。室 内 の仕 上

げは、 ボー ド貼 り、 クロス貼 りお よび長 尺 シー ト貼 りであ る。

軒 高 は24.0m、 最 高高 さは25.35mで あ る。階 高 は、1階 で3.0m、2階 か ら7階 まで で2.625m、8

階 で2.50m、9階 で1.50mで あ る。外 部 の仕 上 げ は、妻 面 が タ イル張 り、そ の他 は コ ンク リー ト打 ち

放 し仕上 げであ る。

地盤 は、表層 が砂 質 土 (N値2～19)、GL-2.90mの 支持 地盤 は旧石屋 川 が運 んだ砂 礫層 (N値26

～50) で ある。基 礎 は砂 質土 層 を地盤改 良 した上 にべ た基 礎 と して いる。

A.1.2 構 造 設 計

建築設計 は、1981年 改正の建築基準法施行令 (新耐震設計法) に従い1986年 に行 われている。

コンクリー トの設計基準強度Fcは 、基礎ス ラブ、基礎梁および1階 から5階 床 までは240kgf/cm2、

6階 柱 から屋上 までは210kgf/cm2で ある。鉄筋の種類 は、柱 と梁の主筋 に用いるD19か らD29ま でが

SD345 (当時SD35)、 せん断補強筋および床スラブに用いるD10か らD16ま でがSD295 (当時SD30)

である。柱 と梁の主筋の継手 はガス圧接継手、柱お よび梁の外周せん断補強筋は溶接 閉鎖形お よび

端部135度 折 り曲げ閉鎖形である。

1次 設計用の地震力は、地震地域係数Z=1.0、 建物固有周期T=0.5秒 と第2種 地盤 (地盤周期

0.6秒) から振動特性係数Rt=1.0、 標準せん断力係数C0=0.2と して、地震層せ ん断力係数Ciを 計

算 している。2次 設計では、節点振 り分け法によ り各層の崩壊 メカニズム時の保有水平耐力 を検討

し、メカニズム時の部材種別 (FA) か ら、構造特性係数Dsは 桁行方向、梁 間方向 とも各階0.3と し

ている。1次 設計用地震力 に対する解析 から、層間変形角は1/200以 下、剛性率 は0.6以 上である。

偏心率 は、桁行方向で0.15以 下、梁間方向はセ ッ トバ ックの影響ですべての階で0.15を 超えるので、

形状係数 を1.0～1.5と している。部材の終局強度の算定 にはセンター指針A.1.2) の式 を用いている。

必要保有水平耐力に対する保有水平耐力の比は、桁行方向で1.06 (3階) 以上、梁間方向で1.04 (5

階) 以上である。

A.1.3 部 材断 面 と配筋

柱断面 は、梁間方向に多少長い長方形で、断面寸法は各層毎に共通であ り、1層 で800×900mm、

上層 にい くに従い断面寸法 を減 らし、6層 お よび7層 で700×700mmで ある。柱 および柱 梁接合部 の

帯筋はD13@100mmを 標準 に、1層 隅柱 ではD16@90mm、1層 お よび2層 の内柱 でD16@100mm、3階 で

D13@85mmで ある。1層 および2層 では、梁 間方 向に副筋D16を 配筋 している。

桁行方向の梁は柱断面の中心に対 して外側 に偏 して接合 され、外面が一致 している。桁行方向の

梁断面 は、基礎梁550×1700mm、2階 床梁500×850mm、 上階で断面寸法 を減 らし、7階 および8階 の

床梁350×725mmで ある。梁間方向では、桁行方向 より梁断面寸法が大 きい。梁の肋筋 はD13@100mm

を標準 に、桁行方向では5階 床梁でD13@150mm、6階 お よび7階 でD13@200mmで ある。

RC造 壁 (妻壁 と1階 電気室周囲の壁) は厚 さ150mm、 補強筋D10@150mmで 、左右両端 に塩化 ビニ

ール製パ イプ (VP50) を埋め込んだ非構造壁 である。桁行方向には厚 さ100mm、 高 さ650mmの 腰壁が

あるが、水平鉄筋は柱 に定着 されていない。
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写真A.1.1 建 築物 西 面

写真A.1.2 建築物東面

図A.1.1 基準 階床伏 せ 図
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(1) X1通 り

(2) X2通 り

図A.1.2 桁行 方 向軸 組 図
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図A.1.3 柱 断面 リス ト

図A.1.4 梁断面 リス ト
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A.2 建築物の地震被害

A.2.1 被 害 の概 要

建築物の損傷は、桁行方向の梁の端部のコンクリー トが曲げ圧壊 してお り、(社) 日本建築学会 「終

局強度型指針」A.2.1) で望 ま しい降伏機構 として推奨す る梁 曲げ降伏型全体機構 を形成 していた。そ

れ と同時 に、柱のせん断ひび割れお よび柱梁接合部のせ ん断ひび割れ も多 く見 られた。梁間方向の

被害 はほとん ど見 られなか った。被害の概要 を写真A.2.1～A.2.5、 および図A.2.1に 示す。図A.2.1

では、柱お よび柱梁接合部の コンクリー ト剥落箇所お よびひび割れ状況、柱 お よび梁の曲げ圧壊箇

所 を示す。(社) 日本建築学会近畿支部 では、本建物 の解体工事着工前 に、所有者 と設計者の了解 を

得 て、被害調査 を実施 したA.2.2)。以下、部材の損傷度の判定は、(財) 日本建築防災協会 「震災建物

等 の被災度判定基準お よび復 旧技術指針 (鉄筋 コンクリー ト造編)」A.2.3) に準 じている。

(1) 柱 の損傷

全ての柱 に関する損傷度の分類 を表A.2.1に 示す。同表では、損傷割合DA.2.3) も併せて示す。

表A.2.1 柱 の損 傷度

桁行方向の柱には、X型 のせん断 ひび割れが多数発生 している。損傷度II～III程 度であ り、文献

A.2.2) によるひび割れの幅の計測では、建物の外面側 で0.2～2.0mm、 内面側で0.2mm後 である。

柱の外面側 のせん断 ひび割れが広 いのは、桁行方向の梁が柱に偏心接合 されていることが原因であ

る。

1階 で は相対 的に損傷が小 さ く、損傷度I～IIの 柱が多い。1階 では、非構造壁が地震力 に抵抗

したため に柱の損傷が比較的小 さい ものと考 えられる。せ ん断補強筋が破断 し損傷度IVと 判定 され

る柱 が1本 存在するが、周 囲の同種の柱 に被害が見 られないことから、材料施工の問題な ど偶発 的

な原因によると考 えられる。

2～6階 の基準階については、2階 の損傷度が最 も高 く、X1構面のY4～Y6柱 で損傷度III～IVで あ

る。いずれの階で も、同一階内では、腰壁 の取 り付 くX1構 面Y4～Y6柱 で損傷が比較的大 きい。腰壁

の存在 により梁の剛性お よび耐力が上昇 し、 より大 きなせん断力が腰壁付 き柱 に入力 された と考 え

られる。

7階 以上のセ ッ トバ ックした層では、6層 以下の梁降伏型の全体降伏機構 とは異な り、7階 の柱
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に被害が集中 し、8本 の柱のうち損傷度IVの 柱が4本 ある。8階 以上に耐力壁が存在す るため7階

柱に変形が集中 し、 さらに、腰壁 によって変形が拘束 され短柱化 し、顕著 なせ ん断ひび割れ を生 じ

たと考 えられる。

梁間方向では、せん断ひび割れはほとんど見 られず、主な応答 は桁行方向に生 じている と言える。

(2) 梁の損傷

桁行方向の各階梁の端部 に曲げ圧壊が見 られる。ひびわれ幅 は建物外面側で広 く、内面側で狭い。

文献A.2.2) によれば、建物外面側では、梁端部の曲げひび割れ幅が0.2～1.4mm、 スパ ン中間部では

0.2～2.0mm、 建物 内面側で0.2mm前 後である。

梁間方向では、0.1mm以 下の微細 なひび割れが見 られる。

(3) 柱梁接合部の損傷

柱梁接合部では、桁行方向にX型 のせん断 ひび割れが多数発生 している。架構の内外面の比較で

は、いずれの構面 とも、建物内面側でひび割れの発 生が極端 に小 さい。これは、柱 と梁の面が建物

外面で一致するように、梁が柱芯に対 して偏心 して取 り付 けられていること、梁間方向の直交梁が

存在することが原因である。

3～5階 の柱梁接合部の損傷が比較的 に大 き く、ひび割 れ幅が2.0mmを 超 え、かぶ りコンクリー

トの圧壊 ・剥落 も見 られる。ただ し、交差するせん断ひび割れの斜 めのずれが生 じてお らず、既往

の実験結果 を参考に考 えれば、接合部のせ ん断耐力が低下するまでには至 っていない と判断で きる。

X2構面の柱梁接合部ではX1構 面 に比べ て若干損傷が大 きい。 これは、X2構面の外 にはベランダが

あ り、斜めに接続する小梁 などにより大梁の変形が拘束 されているため、柱梁接合部 に変形が集 中

したと考 えられる。同一階内の内柱梁接合部 に関す る比較では、X2構面ではY2～Y6で 同程度の損傷

である。X1構面ではY3～Y6で 同程度であ り、Y2で若干損傷が小 さい。市之瀬 らの腰壁付 き柱梁接合部

の実験A.2.4) では、腰壁 を切断 した場合、切断 された腰壁によ り梁の曲げせん断 ひび割れによる変形

が抑 えられ、変形が梁のヒンジ領域 に集中する ことが示 されている。X1構面のY3-Y7間 は腰壁付 き梁

であ り、腰壁が柱 との取 り合い部で圧壊 し、切 り離 された腰壁 による同様の効果で、梁端 と柱梁接

合部 に塑性変形が集 中した と考 えられる。

(4) 床 の損傷

床スラブでは、ひびわれが上面 と下面 とも東西方向にほぼ並行 に生 じてお り、建物の主要 な変形

が南北方向に生 じたことを裏付 けている。文献A.2.2) によれば、ひび割れ幅は0.2～1.0mmが 多いが、

梁際では5.0mmの ひび割れ も認め られる。階 ごとの比較では、4, 5階 でひび割れが顕著であ り、

梁間方向スパ ンのほぼ全幅にわた り発生 している。

エ レベ ータ ・コア横の床 スラブには斜め方向のせん断 ひび割 れが認め られ、エ レベー タ ・コアが

大 きな水平力 を負担 したことを示 している。
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(5) 非構造部材 の損傷

1層 のX2Y6-Y7間 の非構造壁では、多数のせ ん断ひび割れが見 られ、壁際 に塩化 ビニル製パイプを

埋 めこんでいたに も拘 わらず、 この非構造 壁 に大 きな水平力が作用 したことを示 している。特 に、

設備 開口 (換気扇) の両側で は、部分的 に鉄筋が露出 し、水平のせ ん断すべ り破壊 (損傷度IV) を

生 じている。文献A.2.2) によれば、柱際 に塩化 ビニル製パ イプが埋め こまれていることが確認 され

ている。

Y1通 りの2階 以上の妻壁では、斜めせ ん断ひび割れが生 じ、一部 コンクリー トの剥落 も見 られた。

せ ん断ひび割れは3, 4階 で最 も多 く、上階では少な くなる。構造図A.2.2) によれば、構造 目地が非

構造壁端部に配 されているが、4階 と5階 の柱際に縦ひび割れが生 じている程度であ り、構造 目地

の効果 はあ まり無か ったと言 える。

X2構面に斜めに接続す る小梁上 の腰壁お よびX1構 面 に設 けられた高 さ650mmの 腰壁 は、柱 との取

り合 い部でほぼすべてが衝突 ・破壊 してお り、鉄筋が露出 ・座屈 している。

間仕切 りALC板 は柱お よび梁 との間で ひび割れが大 きく開 き隣室 まで貫通 し、多 くの部屋では廊

下側の鋼製扉あるいは枠が変形 して、開閉が困難 なものがある。

階段お よびエ レベーター周囲の壁 では、1階 にひび割れが集中 している。

A.2.2 材 料 試験 結果

(株) 新井組では、コンクリー ト・コア供試体 と鉄筋試験片の力学特性試験結果 を行い、文献A.2.2)

にて報告 している。

不適 当な供 試体 を除外 した総数93体 の コ ンクリー ト ・コアの圧縮強度 は、1～5階 で平均値

301kgf/cm2、6階 以上で平均値291kgf/cm2で あ り、ほぼすべての供試体で設計基準強度 を上回って

いる。

材種SD295の 鉄筋では、それぞれ9本 のD13とD16供 試体の降伏点の最小値は343MPaと322MPaで

あ り、平均値 は361MPaと330MPaで ある。材種SD345の 鉄筋では、6本 のD25供 試体 と5本 のD29供

試体の降伏点の最小値 は352MPaと363MPaで あ り、平均値 は358MPaと368MPaで ある。

溶接 閉鎖形せん断補強筋か ら採取 した溶接部 を含む供試体の引張試験 では、D13供試体では突 き合

わせ溶接部で、D16供 試体では母材部分で破 断 したが、ともに降伏点および引張強度は基準値 を上 回

っている。

ガス圧接 した主筋 (材種SD345) について、柱 からD29鉄 筋 を16本 、D29とD25の 接合部 を5本 、

D25鉄 筋 を1本 、梁か らD25鉄 筋 を6本 、合計28本 の供試体 を採取 した。圧接部長 さが径 の1.2倍 以

下 とす る基準値A.2.5)に対 して、D29鉄 筋で8本 、D25鉄 筋で9本 と、半数以上が基準値 を満足 してい

ない。引張試験 では、2本 の供試体が圧接部 で破 断 したが、圧接部の径が鉄筋径 の1.4倍 とする基準

値A.2.5) を満 たさない1本 を除 き、すべて規格引張強度 を上回っている。

以上か ら、使用材料は、ほぼ規格強度 を上回っている。
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A.2.3 被災度判定結果

本建物では、 目視により建物の全体沈下お よび全体傾斜 はない もの と推定 し、被災度は構造躯体

の損傷状況で判断する。最 も被害の激 しい階の損傷度か ら構造体の損傷割合 を判定す ると、7階 で

損傷度 は大破 となる。 しか し、7階 が面積的 に小 さ く、 また、その上の階数が少 な く、その損傷が

構造物全体 に及ぼす影響が小 さい ことから、7階 で被災度 を判定することは不適当 と判断する。7

階 を除 き最 も被害の激 しい2階 の損傷度か ら構造 体の損傷割合 を判定す ると、建物の被災度 は中破

となる。震度VI以 上の地震動強さを考慮 し、補修 ・補強 ・解体 などの要否 に関する判定 は、「補修 に

よ り復 旧」 となる。

層崩壊機構の ように損傷がある階に集中する建物 に比べ、梁降伏型全体降伏機構の建物では、損

傷が全層 に均一に分散する。従 って、損傷の大 きい一つの階のみに着 目した被災度が同 じで も、二

つの破壊モー ドでは補修費が異 なる。この点は被災度区分判定 を再検討する必要が ある。

参考文献

A.2.1) (社) 日本建築学会: 鉄筋 コンクリー ト造建物の終局強度型耐震設計指針 ・同解説、(社)

日本建築学会、1990年11月 。

A.2.2) 新井組技術研究部、京都大学森田研究室、大阪大学鈴木研究室、近畿大学窪 田研究室、東京

大学小谷研究室: 特集 平成7年 (1995年) 兵庫県南部地震被災調査報告、―ジ ュネス六 甲―、

新井組技術研究報告集、第8号 、1995年10月 。

A.2.3) 建設省住宅局建築指導課監修: 震災建物等の被災度判定基準 および復 旧技術指針 (鉄筋 コ

ンクリー ト造編)、(財) 日本建築防災協会、1993年2月 。

A.2.4) 市之瀬敏勝、青山博之: 腰壁 を切断 した梁柱接合部の地震時挙動 に関す る実験的研究、日本

建築学会大会学術講演 梗概集、1981年9月 。

A.2.5) 日本圧接協会: 鉄筋のガス圧接工事標準仕様書、1994年 。

A-2-4



柱梁接合部 のせん断ひび割れ

梁端 の曲げ圧壊

写真A.2.1 X2通 り柱梁接合部

柱梁接合部コンクリー トの圧壊 ・剥落

斜めの小梁 と腰壁が取 り付いてい る

写真A.2.2 X1通 り柱梁接合部

せ ん 断ひ び割 れ とコン ク リー トの剥 落

写 真A.2.3 7階X1Y4柱

せ ん断すべ り破壊

写真A.2.4 1階 非構造壁

腰壁端の圧壊

写真A.2.5 腰壁 図A.2.1 被 害の概 要 (X1通 り)
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A.3 地震応答解析

被害が大 きかった桁行方向 (南北方向) について観測地震波 を用いた弾塑性地震応答解析 を行 う。

A.3.1 解析方法

(1) 構造 物 と部材 のモデル化

構造物 は、各階床位置の水平変位 をX1通 りとX2通 りの骨組 で同変位 とし、二つの平面骨組 を剛床

で連成 した構造物 とす る。骨組のモデル化について図A.3.1に 示す。柱、梁は断面の図心を通る線材

で表 わ し、端部 に剛塑性回転 ばねを設 け、中央部分は線形弾性 とする。柱梁接合部 は剛 とし,そ の

大 きさは柱 と梁の直交部材 フェース位置 とする (図A.3.2)。8, 9層 の壁は部材 中央 の柱 に置換 し、

壁の上下の梁 は剛 とす る。1層 柱脚 は基礎梁上端で固定支持 と仮定する。各階の質量は、当該階の

中心位置 に集 中する もの と仮定 し、建物の捩 じれ振動や直交方向骨組の影響 は考慮 しない。解析 は、

非構造部材のモデル化について5通 りとす る (表A.3.1)。 階段室 まわ りの壁 は、3本 の柱 に置換 し、

各階剛床 とピン接合する。1層 のX2Y6-Y7非 構造壁は部材 中央 の柱 に置換 し、壁の上下の梁は剛 とす

る (図A.3.3)。1層X1Y6-Y7間 の袖壁では、上下梁の袖壁 に接続す る部分を剛域 とす る。

表A.3.1 解析 諸元

(2) 部材の耐力 と剛性の評価

各部材の断面寸法は被害調査時の実測 に基づ き、主筋およびせん断補強筋 の配筋は構造設計図書

に従 う。 コンクリー トと鉄筋の材料特性は、採取 したコンク リー トコアお よび鉄筋の試験結果1)を

用いる。コンクリー トの圧縮強度σBおよび弾性係数Ecは 設計基準強度ごとのコア試験結果の平均値

とし、鉄筋 の降伏点応力度 σyは径 ごとの試験結果の平均値 とする (表A.3.2)。

表A.3.2 材料 特性

(1) コ ン ク リ ー ト (2) 鉄筋
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部材の曲げに対する復元力特性 は、危険断面 におけるコンクリー トのひび割れ、引張鉄筋 の降伏

によ り剛性が変化する トリリニア型を仮定する。弾性剛性は、鉄筋 を無視 したコンク リー ト断面で

評価す る。梁では、床スラブの片側協力幅 をスパ ン長 さの1/10と して550mmと する。

部材の曲げモーメン トー曲率関係における曲げひび割れ点および曲げ降伏点 は、断面の平面保持

を仮定 し、材料の応力度―歪 度関係 と力の釣合 い条件 を考慮 した断面解析 により精算す る。鉄筋の

応力度 ―歪度関係 は完全弾塑性 とし、コンクリー トの応力度―歪度 については、応力度上昇域 はパ

ラボラ形 とし、下降域 は直線形 とする。 コンクリー ト圧縮強度時の歪度は0.002と し、歪度0.006時

の応力度 を圧縮強度の20%と する。曲げ降伏点は、梁では引張側最内側鉄筋の引張降伏時 とし、柱 で

は最外鉄筋の引張降伏時 とする。梁では、床スラブの有効幅内のスラブ筋 を考慮する。腰壁付 き梁

の腰壁圧縮側の曲げでは、梁主筋の引張降伏が先行 するが、その直後 に最大耐力 に達 し、 さらに腰

壁の圧壊 によって耐力低下を生 じる。本解析ではこの耐力低下 を考慮 しない。最大耐力時の 曲率 は、

曲げ降伏時の曲率の1.23～1.33倍 である。

柱、梁の曲げ変形の算定では、逆対称 曲げを仮想 し、反曲点が部材 中央に位置 し、部材端か ら反

曲点 まで曲率が線形に分布すると仮定する。1層 非構造壁、階段室壁の曲げ変形 の算定 では、純 曲

げを仮想 し、部材 中で曲率が一定 に分布す ると仮定する。 曲げ降伏後の剛性 は鉄筋の歪硬化 を考慮

し、いずれも弾性剛性の1.0%と す る。

曲げに対する履歴特性 は、Takeda-Slipモ デルA.3.1) を用いる。Takeda-Slipモ デル を図A.3.4に 示す。

除荷時剛性低下係数αは0.4と し、ス リップ剛性低下指数γは、梁のスラブ引張側で1.0、 その他 で

は0.0と する。

柱、梁のせん断変形 は曲げ変形に比例するものと仮定する。細長 く高い階段室壁 ではせ ん断変形

は無視す る。1層 非構造壁のせ ん断変形は曲げ変形 と独立 に評価する。すなわち、壁のせ ん断 に対

する復元力特性 は、壁のせ ん断ひび割れとせ ん断降伏 により剛性が変化する トリリニア型 とす る。

せん断弾性剛性Ksは、式A.3.1に よる。

(A.3.1)

こ こに、Gは コ ンク リー トのせ ん断弾性 係 数 、Aは パ ネル部 と側 柱 の断 面積 の和 、hは 内法 高 さ、κ

は形状係 数 で1層 非構 造壁 につ いて は2.32で ある。壁 のせ ん断 ひ び割 れ強度 は、壁 パ ネ ル部 の平均

せ ん断応力 度が1.4√σB (σB [kgf/cm2]) とな る時A.3.1) と し、せ ん断 降伏 強度 と して広 沢式A.3.2) に よる

せ ん断終局 強度Qsuを 用 いる。広 沢式 に よるせ ん断終 局 強度Qsu [kgf] は、式A.3.2で あ る。

(A.3.2)

こ こに、Pt: 有効 引張鉄 筋 比 [%]= 100at/be (L-D/2)、at: 引張 側柱 の 主筋 の 断面積 、M/QL: せ ん断

スパ ン比 、σwh: 水平 せ ん断補 強筋 の降伏 点応力 度 [kgf/cm2]、Pwh: 有効 水平 せ ん断 補 強筋 比=awh/bex、

x: 水 平 せ ん断補 強筋 の 間隔、 σ0: 全 断面積 に対 す る平均 軸 方 向応 力度 [kgf/cm2]、be: 全 断面 と等

価 な長 方形 の幅 [cm]、j=7/8 (L-D/2)、L: 壁 の全 長 さ [cm]、D: 圧 縮側柱 のせ い [cm] であ る。

開 口 に対 す る耐 力低 下率rは 式A.3.3と す る。

(A.3.3)

ここ に、l0: 開口部 の長 さ、l: 側柱 中心 間距 離 であ る。
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せ ん断降伏後の剛性 は、弾性剛性の0.1%と す る。せん断 に対する履歴特性 には、原点指向型モデ

ル を用いる。原点指 向型モデルを図A.3.5に 示す。

(3) 入力地震動

本構造物の近辺 では強震記録が ないので、震度VII地域付近にあ り本構造物か ら西へ約3km離 れた

大阪 ガス葺合営業所記録N30W成 分 (5～15秒 、最大加速度8.02m/s2) を入力地震動 として使用する。

使用する地震動の加速度時刻歴 を図A.3.6に 示す。

(4) 応答計算

減衰は瞬間剛性比例型 とし、減衰定数は弾性1次 モー ドに対 して5.0%と する。

A.3.2解 析結果

(1) 層せ ん断力 と変位

解析 ケースAお よびDの1層 せ ん断力応答 ―全体変形角応答 関係 を図A.3.7に 、各解析ケースの応

答層 間変形角分布 を図A.3.8に 示す。層せ ん断力の正方向は、上層 を北向き (Y7→Y1) に、下層 を南

向 き (Y7→Y1) にせ ん断する向 きとし、変位の正方向は北向 きとす る。層せ ん断力は構造物の総重

量25.1MNで 除 している。

解析 ケースAは 保有水平耐力が最 も小 さ く、最 も大 きな応答変位 を生 じる。最上階最大応答変位

は1/50rad、 最大応答層 間変形角は1～4層 で1/30rad程 度 に達する。解析 ケースBで1層 非構造 壁

を考慮す ることによ り、特 に1, 2層 の応答層間変形角が減少 し、それぞれ解析ケースAの38%, 62%

である。解析 ケースCで 階段室壁 を考慮 することによ り、特 に1～4層 の応答層 間変形角が減少 し、

解析 ケースAの60～66%で ある。1層 非構造壁 と階段室壁の両者 を考慮する解析ケースDで は、最

大応答層 間変位 は1層 で26%に 、2～4層 で約40%に 激減する。1層 非構造壁あるいは階段室壁が

建物の応答変位 に及ぼす影響 は非常に大 きい。

(2) 降伏 ヒンジ発生状況

各解析ケースについて各階梁の部材端回転角 に関す る塑性率 を図A.3.9に 、解析 ケースAお よびD

について、降伏 ヒンジの発生状況 を図A.3.10に 示す。ただ し、図A.3.9に おいて解析 ケースEに つい

ては、腰壁付 き梁の腰壁圧縮側の塑性率 を示 している。

各解析 ケース とも、1層 の柱脚、2～7階 の梁端、8層 壁 に接続す る7層Y1～Y4柱 の柱頭、セ ッ

トバ ックにより最上層 となる6層Y4～Y7柱 の柱頭に曲げ降伏が生 じる1～7層 崩壊型である。1層

非構造壁 を考慮 した解析ケースBお よびDで は、2層Y6, Y7柱の柱脚、1層 袖壁付 きX1Y6,Y7柱の柱頭、

柱脚で曲げ降伏が生 じ、1層X2Y6-Y7非 構造壁でせ ん断降伏が生 じる。解析ケースCお よびDで 考慮

した階段室壁では、1層 壁脚か ら2層 壁脚 までと、6層 壁頭か ら8層 壁脚 までで曲げ降伏が生 じる。
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解析ケースAで は地震動 の早期 に降伏機構 を形成 し、 2～4階 の梁端 および1層 の柱脚で応答塑

性 率 は10.0に 達 し 、 最 大 は2階 梁 で11.9で あ る 。 解 析 ケ ー スDで は、2～6階 梁 の応 答塑 性 率 は約

4.0で あ り 、 最 大 は5階 梁 で4.6で あ る 。 解析ケースEの 腰壁付 き梁の腰壁圧縮側 について、2～6

階 梁 の 応 答 塑 性 率 は1.6～3.5で あ り 、 7階 梁の最大応答曲げモー メン トは降伏強度未満であ る。

各解析 ケ ースに よる梁の 降伏 ヒ ンジの発 生位 置は 、各階梁端で顕著 な曲げひび割 れが観測 された

こ とと対 応す るが 、解析 ケ ースAに よる応答 塑性 率 は 、実際の被害程度 と比較 して過度 に大 きい。

一方、特 に4, 5階 の梁端の損傷が顕著だったこ と、2層 の柱脚で曲げ圧壊が見られたこと、1層 非

構造壁でせん断すべ り破壊が生 じたこと、あるいは階段室壁では1層 に集中 して曲げひび割 れが見

られ た こ とにつ いて 、 1層 非構造壁お よび階段室壁 をともに考慮 した解析ケー スDの 結 果が被害状

況 と最 も適 合す る。解析 ケースEの7階 を除 く腰壁付 き梁の応答塑性率が十分大 きいことか ら、梁

が最大耐力 に達 し、腰 壁 の圧壊 が生 じてい る こ とが説 明で きる。 以降 、解 析 ケ ースDお よびEに よ

る解析結果 と実際の被害 との比較検討 を行 う。

(3) 柱 のせ ん断 ひび割 れ

解析 ケ ースDお よびEの 各柱 につ いて 、応答せん断力のせん断 ひび割れ強度に対する比の最大値

を 算 出 し 、X2Y2柱 お よ びX1Y5柱 に つ い て 表A.3.3に 示 す 。 せん断 ひび割れ強度Qcの 算定 には荒川mean

式A. 3. 3) を 用 い る 。 荒川mean式 に よるせ ん断 ひ び割 れ強 度Qc [kgf] は式A.3.4で あ る。

(A.3.4)

こ こに、b: 断 面幅 、j: 主筋 中心 間距離 で あ る。

表A.3.3 柱の応答せん断力/せ ん断 ひび割 れ強度

網掛 けは腰壁付 き柱 を示す。

解析 ケー スDに お いて 、柱 の応 答せ ん断力 は1,  2層 の柱でせ ん断ひび割れ強度 を超 え、3～7層

の内柱でせ ん断ひび割れ強度 と同程度、 2層 を除 く外柱でせん断ひび割れ強度未満である。 この解

析結果は、実際の被害において2～6層 の内柱 でせ ん断ひび割れが発生 したこと、その内 、2層 で

最 も損 傷 が著 しく、3～5層 で同程 度で あ った こ と と良 く対応 す る。 しか し、1層 の柱 の損傷が相

対的に小 さく、7層 の柱の損傷が激 しかった実際の被害 を説明で きない。

解析 ケ ースEで 腰 壁 を考慮 す る こ とによ り、 2～6層 の腰壁付 き柱のせ ん断力のせん断ひび割れ

強度に対す る比が大 きくな り、実際の被害において これらの柱で は同 一層の他 の柱よ りも若干損傷

が 著 しか った こ とと対応 す る。 しか し、解 析 に よれ ば、 1層 袖 壁 上 の2層X1Y6, X1Y7柱 で は終局 強 度

型 耐 震設 計指針A. 3. 4) A法 に よるせ ん断終 局強度 を超 え るせ ん断 力が 生 じ、実際の被害 と対応 しない。
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2階X1Y6-Y7梁 の1層 袖 壁 と接 続す る部分 を剛 とす る仮 定 と、腰壁 による短柱化の効果 により、2階

X1Y6-Y7梁 の曲 げ降 伏 に先 行 して、 2層X1Y6, X1Y7柱 の柱 脚 で腰 壁 上端 を フェ ース位 置 とす る曲 げ降伏

が 生 じ、2層X1Y6, X1Y7柱 で は 著 し く 大 き な せ ん 断 力 が 生 じ る 。 袖壁 のモデル化 と、腰壁圧壊 後の接

合部剛域の減少に関す るモデル化 は今後の検討課題である。

(4) 柱梁接合部のせん断ひび割れ

解析 ケ ースDお よびEの 各柱 梁接 合 部 につ い て、応答せん断力のせん断ひび割れ強度 に対する比

の最 大値 を算 出 し、X1Y2柱 お よ びX1Y5柱 につ い て表A.3.4に 示 す。 内柱 梁接合部における入力せ ん断

力Vjは 式A.3.5と す る 。

(A.3.5)

こ こ に、T1, T2は 、接 合 面 にお ける梁 の 上端 引張 力 と反対 面 にお け る下端 引張 力 で 、断面解析にお

ける主筋の引張力―曲げモー メン ト関係か ら逆 に評価する。 ま た 、Vc上, Vc下 は 上層 お よ び 下 層 の 柱

の せ ん断 力で あ る。せ ん断 ひび割 れ 強度Vjcの 算定 は式A.3.6を 用い る。

(A.3.6)

こ こ に 、 σt=1.6√σB(σB[kgf/cm2])、 σ0: 軸 方 向応 力度 、tp: 接 合 部有効 幅 、 jc: 柱 の曲げ応力 中心

間距離であ る。

表A.3.4 柱梁接合部応答せん断力/せ ん断ひび割れ強度

網掛 けは、腰壁付 き柱梁接合 部を示す。

解 析 ケー スDで は、すべての内柱梁接合部で応答せん断力はせ ん断ひび割れ強度程度であ り、実

際の被害 と良 く対応す る。 2階 梁は3階 梁 と比較 して、断 面が 大 き く、主筋量 が 同一 で あ るため 、

せん断ひび割れに対する余裕が多少大 きい。同一 階内 の比 較で は 、セ ッ トバ ックに よる長期 柱 軸 力

の違 い によ り、Y4～Y6柱 の方が せ ん断 ひび割 れ強度 が大 きい。

解 析 ケ ースEで 腰 壁 を考 慮す る こ とによ り、腰壁付 きが接続す る柱梁接合部 における比が小 さく

なる。腰壁付 き梁では曲げ降伏時の梁主筋の引張力 は同一であるが、腰壁付 き柱のせん断力が大 き

くなるため、柱梁接合部せん断力は小 さくなる。腰壁の圧壊 に伴 って柱せん断力が減少 してい く過

程 で 、 よ り大 きなせ ん断力 が 入力 され る。

(5) 非構造部材の影響
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解 析 ケ ースDに つ いて、1層X2Y6-Y7非 構造 壁 お よび階段 室 壁 の負担 せ ん断 力 の1層 せ ん断 力 に占

め る割 合 を表A.3.5に 、階段室 壁 の 曲げモ ー メ ン ト分布 を図A.3.11に 示 す。

表A.3.5 非構造壁せん断力/1層 せん断力 (解析ケースD)

1) 1層 の非構造壁

1層X2Y6-Y7壁 のせ ん断力が1層 せん断力 に占める割合 は、弾性時に41%と 非常に大 きい。 この割

合は、壁のせん断ひび割れ発 生後一旦低下するが、壁のせん断降伏に先行 して柱脚の曲げ降伏が生

じ再 び上昇 し、1層 せ ん断力応答最大時に38%で ある。この壁の特性が建物1層 の復元力特性 に及ぼ

す影響は非常 に大 きい。

2) 階段室壁

1層 で階段室壁 のせ ん断力が1層 せ ん断力 に占める割合 は弾性時 に20%と 大 きいが、1層 壁脚か

ら1層 壁頭へ曲げ降伏が進展す ることによってその割合は低下 し、1層 せん断力最大時 に2.8%で あ

る。

階段室壁の曲げモーメン トは4層 壁脚付近 に反曲点をもつ分布 となる。3, 4層 の層 間変形が大 き

い ラーメンと階段室の ような曲げ壁が接続する解析ケースDで は、階段室壁は3, 4層 でのみ大 きな

せん断力 を負担する。階段室壁のせ ん断力が層せん断力 に占める割合 は、最上階変位応答最大時に

3層 で25%、4層 で16%で ある。

3) 腰壁

解析ケースEに おいて さらに腰壁 を考慮することにより、腰壁が接続する部材 について、前述の

ように、梁の端部 回転角は減少 し、柱の応答せ ん断力 は上昇 し、逆 に、柱梁接合部の応答せん断力

は減少する。 この傾向は上層 ほど顕著である。腰壁断面は2～7階 で共通であるため、梁断面 の小

さい上階の梁に対 してほど剛性お よび曲げ降伏強度に及ぼす影響が大 きい。腰壁圧壊後 の梁の耐力

低下や柱梁接合部の剛域の減少 に関するモデル化 は、今後 の検討課題である。
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図A.3.1 骨組 の モデ ル化 (解析 ケー スA)

(1) 腰 壁 無 し  (2) 腰 壁付 き (解析 ケー スE)

図A.3.2 柱 梁接 合部の モ デル化

(1) 解 析 ケ ー スA, C  (2) 解 析 ケ ー スB, D, E

図A.3.3 1層 非構造 壁の モ デル化
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(1) ス リップ剛性低 下 指数 γ: 1.0  (2) ス リップ剛性 低 下指数 γ: 0.0

図A.3.4 Takeda-slipモ デ ル

図A.3.5 原 点指向 型モ デル

図A.3.6 入力地 震動
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(1) 解析 ケー スA  (2) 解析 ケ ースD

図A.3.7 1層 せん断力応答―最上階変位応答関係

図A.3.8 最大応答層間変形角

図A.3.9 梁 の塑 性率 の分布
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(1) 解 析 ケー スA

(2) 解析 ケースD

図A.3.10 降伏 ヒン ジ発 生状況

図A.3.11 階段室壁の曲げモーメン ト分布 (解析ケースD)
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A.4 まとめ

1995年 兵庫県南部地震 において、鉄筋 コンクリー ト造建物"ジ ュネス六甲"は 、梁曲げ降伏型全

体機構 を形成 し、それ と同時 に、柱のせん断 ひび割れお よび柱梁接合部のせん断ひび割れ も多 く見

られた。柱のせ ん断ひび割 れの多 くは、損傷度II～III程 度の軽微 なものである。腰壁や斜め に取 り

付 く小梁 によって大梁の変形が拘束 され柱梁接合部 に変形が集中すること、 また、柱 に対 して梁が

建物外面側に偏心 して接合することによ り、柱梁接合部の建物外面側 に顕著な被害が見 られたが、

その被害程度か ら柱梁接合部 のせん断耐力が低下す るまでには至 っていない もの と判断 される。構

造部材の破壊 に影響 しない よう設計 された非構造壁の処理の効果が見 られなか った面はあるが、総

じて、強い地震動 に対 して崩壊 しない とい う当初の設計 目標は達成 された と考えられる。

構造 部材の損傷が建物全体 に分散 したことや、非構造部材に も顕著な損傷が見 られた ことが、補

修費を嵩 ませ、外観の美 しさを保 ちなが ら補修することを困難 にしている。被災度 区分判定 におい

ては、 これらも考慮 し得 る方法の確立が必要である。

この鉄筋 コンクリー ト造建物"ジ ュネス六甲"に ついて、非構造部材のモデル化 をパ ラメータと

する弾塑性地震応答解析 を行 い、実際の被害 と比較検討 した。

(1) RC造 非構造部材 を無視 した解析 では、実際の被害程度 と比較 して過大 な応答が算出 された。

RC造 非構造 部材が建物の応答 に及ぼす影響 は大 き く、 これ らを適切に考慮 しなければならな

い 。

(2) RC造 非構造壁を考慮 した解析によ り、梁端の降伏 ヒンジの発生状況、柱お よび柱梁接合部の

せん断ひび割れ発生状況 について、実際の被害 を良 く模擬で きた。 しか し、7層 の柱のせ ん断

ひび割れが顕著 だったこと、1層 の柱の損傷が小 さか った ことについて、解析では再現 されな

か った。

(3) さらに腰壁 を考慮することにより、腰壁が接続する柱 のせん断力は増大 し、逆 に腰壁が接続す

る柱梁接合部 のせん断力は減少 した。腰壁圧壊後の梁の耐力低下や柱梁接合部の剛域 の減少 に

関するモデル化 について、今後の検討課題が残 った。
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